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す。一方、その他素材関連は、







　国内では、関連公共投資が低調に推移する中で、厳しい受注

環境が続きました。一方、海外では大型プロジェクトが継続し

ており、拡大傾向にある新興国市場への進出のためにシンガ

ポールに拠点を開設し、東南アジア・香港・インド向けに積極的

に営業を展開しました。その結果、北米・台湾・シンガポール向

けに各種のシールド掘進機を受注し、国内向けも含め、前年度比

33%増と、大幅な増加となりました。また、国内では、日本最大

級の直径13.6ｍ泥土圧シールド掘進機を引渡したほか、国内・

海外で各種のシールド掘進機を納入しました。

　今後は、国内のあらゆるシールド掘進機の需要に応えるとと

もに、拡大する新興国市場のインフラ構築事業に応えるべく、積

極的に海外での事業展開を図ります。

建機分野

　公共投資の見直しで受注競争の激化が続く厳しい状況でした

が、橋梁製作の向島工場への集約などによる大幅な固定費削減

を実施した結果、収益面は、前年度より大きく改善しました。受

注面では、国土交通省九州地方整備局向け北川第1橋上部工事、

関東地方整備局向け湾岸道路根岸地区高架橋工事、ならびに中

部地方整備局向け橋梁補修工事の橋梁大型案件2件を受注しま

した。また、横浜市南本牧ふ頭の耐震岸壁に使用される日本最

大級の鋼板セル製作工事を連続受注したほか、電力会社向けの

煙突の新設、耐震補強大型案件を受注しました。そのほか、国土

交通省、各自治体、各高速道路会社、電力会社、建設会社向けに

橋梁、水門、海洋構造物、煙突などを受注・納入しました。

　さらに、津波・高潮防災を目的とした陸上設置型のフラップ

ゲート式防潮堤「ネオ・ライズ」を開発しました。

　今後も、港湾周辺地域の安全確保と災害防止に積極的に取り

組んでいくとともに、橋梁保全事業の拡大を図り、鉄構事業の安

定的な収益の確保を図っていきます。

事業概況と2010年度の見通し

鉄構分野

�鉄板セル �直径13.6m 日本最大径泥土圧シールド掘進機
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コーポレート・ガバナンスとコンプライアンス

コーポレート・ガバナンス体制

コンプライアンス体制

　経営上の意思決定を行う機関としては、取締役会および経

営戦略会議を設置しています。



役員の状況
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連結貸借対照表
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連結キャッシュ・フロー計算書

2008年度
（2008年4月1日～2009年3月31日）

2009年度
（2009年4月1日～2010年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
　　税金等調整前当期純利益  4,619 9,892
　　減価償却費  7,637 8,480
　　減損損失  1,096 ̶
　　貸倒引当金の増減額（△は減少）  300 △ 389
　　退職給付引当金の増減額（△は減少）  862 488
　　工事損失引当金の増減額（△は減少）  △ 1,086 1,060
　　訴訟損失引当金の増減額（△は減少）  4,877 △ 2,044
　　工場移転損失引当金の増減額（△は減少）  △ 866 ̶
　　受取利息及び受取配当金  △ 301 △ 224
　　支払利息  1,732 1,478
　　持分法による投資損益（△は益）  △ 62 △ 3,687
　　固定資産売却損益（△は益）  △ 1,602 ̶
　　投資有価証券売却損益（△は益）  △ 126 △ 82
　　投資有価証券評価損益（△は益）  402 1
　　固定資産処分損益（△は益）  530 329
　　売上債権の増減額（△は増加）  △ 2,357 5,168
　　たな卸資産の増減額（△は増加）  1,933 13,719
　　その他の流動資産の増減額（△は増加）  △ 3,523 6,482
　　仕入債務の増減額（△は減少）  1,296 △ 18,012
　　未払費用の増減額（△は減少） △ 6,035 △ 1,900
　　前受金の増減額（△は減少）  3,295
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 大阪鉄工所（個人経営）の時代
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